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計画及び業務実績から見た卒業生事業の現状 : 大
学特性に照らした分析
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は、 Weertsらによって研究がなされている (Weelisand Ronca 2008、Wheets，Cabrera and Sanford 2010)。
Weertsらは、どのような卒業生が寄附行為とともに母校へのボランティアを行う傾向があるかを分


























①都市総合大学(国立大学法人の財務分析 2)における A、G、Hグループ。のうち 5大都市圏(札幌、
東京、名古屋、大阪、福関)または政令指定都市 3)に立地する大学。 18大学)、②都市小規模大学
(都市総合大学とi司地域に立地する都市総合大学の除く大学。 29大学)、③地方総合大学(同財務












































第 1期には、 86I~立大学のうち、すべての大学が中期計画または実績報告に計 454 項目の卒業
生事業を記載し、うち 80大学が中期計画に 224項臣の卒業生事業を記載している(表2)。第2期
には、 67大学 (78%)が 144項目の卒業生事業に関する計画を中期計画または年度計画に記載し、









第 1J~J 第 2期
類型
仁tJWJ計画または年度
t:jJ J守j言1-商 中身j言1-区Iiまたは尖績 [IJJ~I計画
計画
者nlil総合 大学数 18 (100%) 18 (100%) 12 (62見) 15 (84%) 
(18大学)
計画数 56 122 21 45 
者!Irliノj、規棋 大学数 25 (86%) 29 (100%) 14 (53%) 25 (88%) 
(29大学)
言十回数 61 137 23 42 
地方総合 大学:数 26 (93%) 28 (100%) 15 (54%) 19 (70%) 
(28大学)
言十回数 83 153 19 42 
地方小規模 大学数 11 (100%) 11 (100%) 6 (55%) 8 (71%) 
(11大学)
計画数 24 42 10 15 
大学数 80 (93%) 86 (100%) 47 (55%) 67 (78%) 
計画数 224 454 73 144 
大学類型男Ijの比較で、は、いずれの類型でもほとんどの大学が第 1期において卒業生事業を中期計
画に記載している。第 2 期においては、いずれの類型も記載率がほぼ-犠に低下して 53~62% とな
っているが、やはり類型別では顕著な差は見られない。範囲を広げて第2期の中期計画または年度
計画への記載率について見ると、都市大学(都市総合、都市小規模)の 84~88%に対し、地方大学
























































6%: ' : ' ::::::::: :111 22% 111 ~ 7% 1叫
l111111叫 11111協 19%徽 12%1 








































































































類型 都市総合 都市ノj、規模 地方総合 j也方ノj、j主主主
キーワード 寄IjH要詰・基金 (8田) アンケート・意見聴取 アンケート・意見聴取 アンケート・意見聴取 (7
アンケート・意克服取 (6 (11回) (11 [i2I) 回)
(頻度) lil) 卒業生との連携 (111~1) 同窓会との連携(11回) 卒業惚学生ネットワー
卒業生との連防 (5@) 全学問窓会の活用 (8[~I) 'Ii!f幸li発{言・提供 (9@) ク (3[!:;-I) 
同窓会との連携 (51日) 卒業生の追跡調査(8@) 卒業留学生ネットワー 海外同窓会の設置・支援
卒業生の就職・キャリア ti守幸fl発信・提供 (8Iill) ク (8@) (3 Iil) 
支援 (4[自) 卒業生の就職・キャリア 卒業生の就職・キャリア





ーンに基づいて 4区分に分類・集計し、頻度上位語を提示する。分類区分は、 a)第 l期実績には出
現せず、第 2期計画で新たに出現したもの(1新規J); b)第 l期から継続して出現しているもの(1継
続J); C)第 1期実績にのみ出現し、第2期計画には出現しないもの(1廃止J); d)第 l期・第2期と
も出現しないもの(1無J)である。
41K分のうち「無Jを除く 3区分についての頻度上位語を表 4に示す。思立大学全体では、新規





















ないが、第 1期実績において 4大学が記載していたが、いずれの大学も第 2期計画からは「寄附要
請・基金Jに係る計画を除外している。
表4 区分別・頻度上位キーワード
大学類型 新規 耳。狂，.的{0I 鹿止
国立大学全体 卒業留学生ネットワーク (11大 アンケート・意見聴取 (31大学) アンケー卜・意見聴取 (43大学)
同窓会との連携(15大学) 情報発信・提供 (36大学)
卒業生の就職・キャリア支援 (10 情報発信・提供 (9大学) 学生の就職・キャリア形成支援
大学) 学生の就職・キャリア形成支援 要詰 (34大学)
卒業生との連携 (10大学) 要詩 (9大学)
卒業留学生ネットワーク (10大
学)
都市総合 割前要請・基金 (4大学) アンケート・意見聴取 (8大学) 情報発信・提供 (12大学)
卒業生との連携 (4大学) 同窓会との連携 (6大学) アンケート・意見聴取 (9大学)
海外同窓会の設置・支援 (4大学) 寄1付要請・基金 (5大学) 学生の就職・キャリア形成支援
要誌 (8大学)
全学同窓会の活用 (8大学)
都市小規模 卒業生の追跡調査 (6大学) アンケート・意見聴取れ0大学) 情報発信・提供 (12大学)
学生支援要請 (3大学) 全学同窓会の活用 (5大学) アンケート・意見聴取 (12大学)
卒業生の進路調査 (3大学) 卒業生との連携 (4大学) 全学問窓会の活用 (10大学)
寄:附要詰・基金 (3大学)
卒業生との連携 (3大学)
地方総合 卒業生の就職・キャリア支援 (4 アンケート・意見聴取 (9大学) アンケート・意見聴取 (17大学)
大学) 同窓会との連携 (9大学) 同窓会との連携 (16大学)
情報発信・提供 (4大学) 卒業留学生ネットワーク (5大 学生の就職・キャリア形成支援
寄1付要請・基金 (3大学) 学) 要請 (13大学)
卒業留学生ネットワーク (3大
学)
地方小規模 卒業留学生ネットワーク (3大 アンケート・意見聴取 (4大学) 全学問窓会の活用 (5大学)
学) 卒業生との連携 (1大学) アンケート・意見聴取 (5大学)
海外同窓会の設置・支援 (3大学) 卒業生の就職・キャリア支援 (1 学生の就職・キャリア形成支援

























































の大学支援者の育成という面からも重要である。多くの先行研究(例えば Weertsand Ronca 2008 ibid、






































2) 圏立大学法人の財務分析において大学の類型は以下のように定義されている。 A クツレープ:学
生収容定員 l万人以上、学部等数概ね 10学部以上の国立大学法人 :Bグループ:医科系学部を
有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学生数の概ね2倍を上回る国立大学法人，
Cクゃルー プ:[豆科系学部を有さず、学生収容定員に占める文科系学生数が理工系学生数の概ね 2
倍を上回る国立大学法人 D クοループ:医科系学部のみで構成される国立大学法人 ;Eクツレー
プ:教育系学部のみで構成される毘立大学法人 :Fグループ:大学院のみで、構成される国立大学
法人 ;0 クοループ:医科系学部その他の学部で構成され A~F のいずれにも属さない国立大学法
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A Quantitative Analysis of Alumni Relationshipsラ
as Described in the Plans or Reports of Japanese National Universities， 
in regard to Internal Diversities and Universities' Locations 
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Kazuki OHKAWA (Iwate University) 
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The present study aims to examine the cuηent state of alumni relationships of Japanese national 
universities as described in their annual reports for the 2004-2007 academic years， their midterm plans for 
2004-2009 and 2010-2015， and their 2010 and 2011 annual plans for education， research， and management. 
Japan's national universities have been seeking ways to foster alumni relationships， an activity in which they 
were not very involved before their inco中oration.For this study， the 86 national universities were classified 
as four types， based on their intemal diversities and locations. All alumni relationships described in the plans， 
and the reports mentioned above were indexed with keywords by carrying out subject analysis. Then， the 
numbers of their accomplishments during the first midterm and their plans for the second midterm were 
analyzed quantitatively. They were compared according to time series variations (between the first and second 
midterms) and type differences. 
Our analyses revealed that the tendencies of national universities were concentrated alongれ1-0axes， as
mentioned above. Intemal diversity may increase universities' reciprocity with their alumni. On the other hand， 
in teηns of a university's location， those not located in urban areas tended to describe plans for their alumni 
who had retumed to their home countries more than those universities located in urban areas. 
Finally， we discuss possible future directions for Japanese national universities' relationships with their 
alumni， the limitations of our analyses， and issues to be investigated in the良lture.
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